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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回　　次
第93期

第３四半期
連結累計期間

第94期
第３四半期
連結累計期間

第93期

会計期間
自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日

自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日

自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日

営業収益 (百万円) 303,094 301,908 407,985

経常利益 (百万円) 27,128 27,809 30,244

四半期（当期）純利益 (百万円) 16,906 17,723 16,197

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 22,090 19,658 16,610

純資産額 (百万円) 295,592 302,297 292,607

総資産額 (百万円) 766,726 769,114 787,825

１株当たり四半期（当期）純利益金額 (円) 27.68 29.03 26.52

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 38.5 39.3 37.1
 

　

回　　次
第93期

第３四半期
連結会計期間

第94期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成25年10月１日
至　平成25年12月31日

自　平成26年10月１日
至　平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 9.91 9.66
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変更

はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
 
ａ経営成績の分析

    (単位：百万円)

 
前第３四半期
連結累計期間

当第３四半期
連結累計期間

増減額
前年同期比
（％）

（参考）
前連結会計年度

連結営業収益 303,094 301,908 △1,185 △0.4 407,985

連結営業利益 29,169 29,386 217 0.7 33,073

連結経常利益 27,128 27,809 680 2.5 30,244

連結四半期（当期）純利益 16,906 17,723 817 4.8 16,197

連結ＥＢＩＴＤＡ 54,488 55,455 967 1.8 67,420

連結減価償却費 25,015 25,764 749 3.0 33,942
 

（注）連結ＥＢＩＴＤＡは、連結営業利益　＋　減価償却費　＋　のれん償却額により算出しております。

　

当第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日～平成26年12月31日）におけるわが国経済は、景気対策や金融

政策の効果などを背景に雇用状況が改善しており、緩やかな回復基調にありますが、個人消費に弱さがみられる

ほか、原材料価格や建設費の上昇が見受けられます。

このような情勢のもとで、当社グループは、平成22年度を初年度とする「京王グループ中期５カ年経営計画」

に基づき、公共輸送機関として欠かすことのできない安全性の向上や沿線の活性化を推進するとともに、「コス

ト構造の転換」と「財務体質の強化」を重視し、最終年度である平成26年度の目標達成に向けた施策を着実に実

行しております。

　その結果、連結営業収益は消費税率引上げにともなう駆け込み需要の反動減が大きかったことなどで減収とな

り3,019億８百万円（前年同期比0.4％減）となったものの、連結営業利益は、流通業、不動産業を除く各セグメ

ントで増益となったことから293億８千６百万円（前年同期比0.7％増）となりました。連結経常利益は278億９百

万円（前年同期比2.5％増）、連結四半期純利益は、177億２千３百万円（前年同期比4.8％増）となりました。

　なお、連結ＥＢＩＴＤＡは、554億５千５百万円（前年同期比1.8％増）となりました。

　また、連結減価償却費は、257億６千４百万円（前年同期比3.0％増）となりました。
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〔運輸業〕

鉄道事業では、消費税率引上げ前の駆け込み購入による影響があったものの、雇用情勢の改善や沿線施設

への来訪者の増加があったことなどにより、旅客運輸収入は0.5％増（うち定期0.6％増、定期外0.5％増）と

なりました。また、バス事業では、路線・高速で増収となりました。これらの結果、営業収益は957億５千８

百万円（前年同期比0.5％増）、営業利益は121億１千６百万円（前年同期比3.4％増）となりました。

 

〔流通業〕

ショッピングセンター事業では、４月に開業した「キラリナ京王吉祥寺」が寄与したことにより増収とな

りました。また、ストア業では、既存店が好調に推移したため増収となりました。一方、百貨店業では、消

費税率引上げ前の駆け込み需要の反動減などにより減収となりました。これらの結果、営業収益は1,196億７

千８百万円（前年同期比1.7％減）、営業利益は39億１千８百万円（前年同期比14.5％減）となりました。

 

〔不動産業〕

不動産賃貸業では、賃貸物件の増などにより増収となりました。また、不動産販売業では、リノベーショ

ン物件の売上減などにより減収となりました。これらの結果、営業収益は248億９百万円（前年同期比3.1％

減）、営業利益は74億１千１百万円（前年同期比8.8％減）となりました。

 

〔レジャー・サービス業〕

ホテル業では、「京王プラザホテル」で外国人利用客の取込み等により客室単価が向上したほか、「京王

プレッソイン」が好調に推移したことにより増収となりました。また、広告代理業では、既存顧客からの受

注額の増加や大型案件の受注などにより増収となりました。これらの結果、営業収益は525億４千９百万円

（前年同期比3.2％増）、営業利益は53億２千７百万円（前年同期比19.0％増）となりました。

 

〔その他業〕

ビル総合管理業や建築・土木業では、完成工事高の減少などにより減収となりました。これらの結果、営

業収益は312億７千６百万円（前年同期比3.7％減）となりましたが、営業利益は、粗利益率の改善や費用の

減などにより６億８千７百万円（前年同期比159.4％増）となりました。

 

[鉄道事業輸送人員と旅客運輸収入]

  
前第３四半期
連結累計期間

当第３四半期
連結累計期間

前年同期比(％)

輸送人員

定期 千人 275,889 279,344 1.3

定期外 〃 197,864 198,089 0.1

計 〃 473,753 477,433 0.8

旅客運輸収入

定期 百万円 24,927 25,083 0.6

定期外 〃 33,643 33,800 0.5

計 〃 58,570 58,884 0.5
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［業種別営業収益］

    （単位：百万円）
 

 
業種別

前第３四半期
連結累計期間

当第３四半期
連結累計期間

前年同期比
（％）

（参考）
前連結会計年度

運
輸
業

鉄道事業 61,075 61,550 0.8 81,748

バス事業 25,871 26,167 1.1 33,955

タクシー業 9,780 9,578 △2.1 12,909

その他 1,981 2,132 7.6 2,529

消去 △3,384 △3,672 - △4,541

営業収益 95,324 95,758 0.5 126,600

営業利益 11,721 12,116 3.4 11,690
 

 

流
通
業

百貨店業 68,490 65,218 △4.8 92,714

ストア業 27,968 28,705 2.6 37,027

書籍販売業 7,483 6,886 △8.0 9,842

駅売店業 6,196 5,930 △4.3 7,989

ショッピングセンター事業 7,943 9,407 18.4 10,548

その他 8,593 8,800 2.4 11,577

消去 △4,931 △5,270 - △6,460

営業収益 121,745 119,678 △1.7 163,239

営業利益 4,582 3,918 △14.5 4,980
 

 

不
動
産
業

不動産賃貸業 22,573 22,624 0.2 30,211

不動産販売業 8,438 7,589 △10.1 12,432

その他 757 969 27.9 1,078

消去 △6,170 △6,373 - △8,346

営業収益 25,599 24,809 △3.1 35,375

営業利益 8,130 7,411 △8.8 10,251
 

 

レ
ジ
ャ
¦
・
サ
¦
ビ
ス
業

ホテル業 33,125 33,944 2.5 44,281

旅行業 12,854 12,876 0.2 16,273

広告代理業 7,541 8,221 9.0 11,100

その他 4,641 4,700 1.3 5,911

消去 △7,232 △7,193 - △9,685

営業収益 50,930 52,549 3.2 67,882

営業利益 4,476 5,327 19.0 4,763
 

 

そ
の
他
業

ビル総合管理業 14,598 13,608 △6.8 22,511

車両整備業 4,833 5,427 12.3 8,322

建築・土木業 10,325 8,996 △12.9 19,247

その他 4,354 4,672 7.3 6,156

消去 △1,631 △1,427 - △2,573

営業収益 32,479 31,276 △3.7 53,664

営業利益 265 687 159.4 1,755
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ｂ財政状態の分析

   （単位：百万円）
 

 前連結会計年度
当第３四半期
連結会計期間

増減額

総資産 787,825 769,114 △18,710

負債 495,218 466,817 △28,400

純資産 292,607 302,297 9,690

負債及び純資産 787,825 769,114 △18,710

有利子負債 328,941 313,959 △14,981
 

　(注)有利子負債は、借入金 ＋ 社債 ＋ 鉄道建設・運輸施設整備支援機構未払金により算出しております。

 

当第３四半期連結会計期間の総資産は、鉄道事業等における減価償却の進行による有形固定資産の減や、投資有

価証券の償還による投資その他の資産の減などにより187億１千万円減少し7,691億１千４百万円となりました。

　負債は、工事代金の支払いや第29回無担保社債の償還などにより284億円減少し4,668億１千７百万円となりまし

た。

　純資産は、連結四半期純利益の計上などにより96億９千万円増加し3,022億９千７百万円となりました。

　なお、当第３四半期連結会計期間の有利子負債は3,139億５千９百万円となりました。

 

ｃ対処すべき課題

当社グループにおける対処すべき課題を以下に記載します。なお、記載内容は四半期報告書提出日（平成27年２

月13日）現在のものです。

 

(1) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課題は

ありません。

 

(2) 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
 

① 基本方針の内容

当社グループが企業価値・株主共同の利益を向上させていくためには、「輸送の安全性」「経営の安定性」

「事業の継続性」を確保し、お客様、お取引先その他のステークホルダーからの信頼を得て、「信頼のトップブ

ランド」を確立することが不可欠であります。また、当社グループにとっては、沿線を中心に関連性の高い事業

を多角的に展開することで、沿線価値の向上、京王ブランドの確立に努めるとともに、地域社会の信頼を獲得し

ながら、各事業の有機的な結びつきにより総合力を発揮させる一体的な経営を行うことが極めて重要でありま

す。これらが当社の株式の買付を行う者により中長期的に確保され、向上させられるのでなければ、当社の企業

価値・株主共同の利益は毀損されることになります。したがって、当社は、当社の財務および事業の方針の決定

を支配する者は、当社の企業価値・株主共同の利益を中長期的に確保、向上していくことに理解あることが必要

であると考えています。

当社は、当社株式について大量買付がなされる場合、これが当社グループの企業価値・株主共同の利益に資す

るものであれば、これを一概に否定するものではありませんが、株式の大量買付の中には、その目的等から見て

企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすものなど、企業価値・株主共同の利益に資さないもの

も少なくありません。また、株主の皆様が、当社の企業価値を構成する要素を十分に把握し、中長期的な観点も

考慮に入れたうえで、当該買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及ぼす影響を短期間で適切に判断すること

は、必ずしも容易ではないものと思われます。

こうした事情に鑑み、当社は、当社株式に対する買付が行われた際に、買付に応じるべきか否かを株主の皆様

が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のため

に買付者と交渉を行うことなどを可能とすることで、当社の企業価値・株主共同の利益に反する買付行為を抑止

するための枠組みが必要であると考えます。
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② 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

ア．企業価値向上に資する取組み

当社グループでは、「京王グループ理念」の中にかかげる「信頼のトップブランド」の確立を目指して、当社

グループの競争力の強化、財務健全性の確保、法令・倫理の遵守、地域社会貢献活動の実施など、企業価値・株

主共同の利益の向上に資する経営に努めております。今後もグループ全体の持続的な成長のため、当社グループ

が長年培ってきた有形・無形の経営資源を維持・活用しながら、以下の施策に取り組んでまいります。

第一に、社会に不可欠なインフラを提供する公共輸送機関として安全確保を最重要課題とし、中長期的な視点

で社会的責任を果たしてまいります。

第二に、当社沿線が将来にわたって活力を維持できるよう、拠点開発の推進や地域活性化に多角的に取り組ん

でまいります。

第三に、お客様の多様化するニーズや生活スタイルの変化を捉えた施策を継続的に実施することで、将来にわ

たり発展、成長する企業グループを目指してまいります。

第四に、法令の遵守、地球環境への配慮など、企業の社会的責任を果たす取組みを当社グループ全体で続けて

まいります。

第五に、企業価値の源泉である「輸送の安全性」の実際の担い手である当社グループの従業員を中長期的な視

点で育成するとともに、「安全の確保」を最重要事項と考える企業文化を堅持してまいります。

第六に、長期的視点に立った投資と効率化の推進によるコストダウンにより、財務体質の優位性を堅持すると

ともに、内部留保の拡充に対応して、自己資本のさらなる有効活用に取り組みます。

イ．コーポレート・ガバナンスの強化に対する取組み

当社は、「京王グループ理念」に基づき、株主の皆様をはじめつながりあうすべての人からの信頼を確保し、

企業価値向上をはかるため、コーポレート・ガバナンスの充実・強化を推進しております。

取締役会においては、法令で定められた事項はもとより、経営上重要な事項についての決議や業務執行の監督

を行っております。経営に対する監督機能の強化をはかるため、社外取締役を選任しているほか、主要なグルー

プ会社の社長等をメンバーに加えております。また、特別取締役を選定し、時機を捉えた迅速な意思決定を行っ

ているほか、取締役会の諮問機関として指名・報酬委員会を設置し、経営の透明性向上に努めております。

監査役監査については、実効性を高めるため、独立性の高い社外監査役、財務・会計に関する相当程度の知見

を有する監査役を選任しているほか、監査役会と内部監査・内部統制部門との連携体制を構築しております。各

監査役は、法令および諸基準に準拠し、監査役会が定めた基本方針に基づき監査を行うほか、取締役会その他の

重要な会議に出席し必要な意見陳述を行っております。

さらに、グループ経営協議会や京王グループ社長会、ならびにグループ監査役会などの定期的な開催により、

グループガバナンス体制の充実をはかっております。
 

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み

当社は、平成25年６月27日開催の第92期定時株主総会において、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向

上させていくことを目的とした「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の基本方針」（以下

「本基本方針」といいます。）が承認可決されたことを受け、同日開催の当社取締役会において「当社株式の大

量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）を決議しております。

本プランは、当社株式に対する買付が行われた際に、買付に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるい

は当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者と交渉を

行うことなどを可能とすることで、当社の企業価値・株主共同の利益に反する買付行為を抑止することを目的と

しております。

本プランは、ア．当社が発行者である株券等について保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付、または

イ．当社が発行者である株券等について、公開買付けを行う者の株券等所有割合およびその特別関係者の株券等

所有割合の合計が20％以上となる公開買付け、もしくはこれらに類似する行為またはその提案（以下「買付等」

と総称し、買付等を行う者を以下「買付者等」といいます。）を対象とします。

買付者等が買付等を行う場合は、当社取締役会が別途認めた場合を除き、その実行に先立ち、当社に対して、

買付等の内容の検討に必要な情報および本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面を提

出するものとし、当社取締役会は速やかにこれを企業価値評価独立委員会（委員は、社外の有識者、社外取締

役、社外監査役から選任されるものとし、以下「独立委員会」といいます。）に提供します。独立委員会は、最

長60日間の検討期間（必要な範囲で最長30日間延長できる。）を設定し、必要に応じて独立した第三者である専

門家の助言を得たうえ、買付等の内容の評価・検討、買付者等との協議・交渉、株主に対する情報開示等を行い

ます。
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独立委員会は、買付者等が本プランに定める手続きを遵守しなかった場合、または本プランに定める要件のい

ずれかに該当し、新株予約権の無償割当てを実施することが相当であると認められる場合には、当社取締役会に

対し、新株予約権の無償割当ての実施を勧告します。なお、独立委員会は、新株予約権の無償割当ての要件のい

ずれかに該当する場合であっても、新株予約権の無償割当てを実施することについて株主総会の決議を得ること

が相当であると判断するときは、当社取締役会に対して、株主総会の招集、新株予約権の無償割当ての実施に関

する議案の株主総会への付議を勧告するものとします。

当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重し、新株予約権の無償割当ての実施または不実施等に関する

決議を速やかに行うものとします。また、当社取締役会は、独立委員会から、株主総会の招集、新株予約権の無

償割当ての実施に関する議案の株主総会への付議を勧告された場合には、実務上株主総会の開催が著しく困難な

場合を除き、実務上可能な限り最短の期間で株主総会を開催できるように、速やかに株主総会を招集し、新株予

約権の無償割当ての実施に関する議案を付議します。当社取締役会は、上記決議を行った場合等には、速やか

に、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と認める事項について、情報開示を行います。

以上の新株予約権は、１個当たり１円を下限とし、当社株式１株の時価の２分の１の金額を上限とする金額の

範囲内で当社取締役会が新株予約権無償割当ての決議において定める金額を払込むことにより、原則として当社

株式１株を取得できるものですが、買付者等による権利行使が認められないという行使条件が付されています。

また、当社が買付者等以外の株主から当社株式と引換えに新株予約権を取得することができる旨の取得条項が付

されており、当社がかかる条項に基づく取得をする場合、新株予約権１個と引換えに、原則として１株が交付さ

れます。

本プランの有効期間は、平成25年６月27日開催の定時株主総会終了後３年以内に終了する事業年度のうち最終

のものに関する定時株主総会の終結の時までになります。ただし、当該有効期間の満了前であっても、当社の株

主総会において本基本方針を廃止する旨の決議が行われた場合、または、当社の株主総会で選任された取締役で

構成される当社取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止

されるものとします。

本プラン導入時点においては新株予約権の無償割当て自体は行われませんので、株主の皆様に直接具体的な影

響が生じることはありません。他方、新株予約権の無償割当てが実施された場合には、新株予約権行使の手続き

を行わないと、その保有する当社株式全体の価値が希釈化することになります。ただし、当社が当社株式を対価

として新株予約権の取得を行った場合、買付者等以外の株主の皆様が保有する当社株式全体の価値の希釈化は生

じません。
 

④ 上記の各取組みに対する当社取締役会の判断およびその判断に係る理由

上記②に記載した取組みは、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的

方策として策定されたものであり、上記①の基本方針に沿うとともに、当社の株主共同の利益に合致するもので

あり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

また、上記③の取組みは上記①の基本方針に沿うものであり、以下の理由から当社の株主共同の利益を損なう

ものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

ア．経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した買収防衛策に関する指針に定める三原則を充足し

ていること

イ．本プランは、株主総会において承認された本基本方針に基づくものであり、また、有効期間は約３年間と

限定され、かつ、その満了前であっても株主総会において、本基本方針の変更または廃止の決議がなされ

た場合には、本プランも変更後の基本方針に従うよう速やかに変更または廃止されることになるなど、株

主意思を重視していること

ウ．経営陣から独立している委員から構成される独立委員会により新株予約権の無償割当ての実施等の運用に

関する実質的な判断が行われ、その判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることが必要とされ

ていること

エ．合理的かつ詳細な客観的要件が設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組

みを確保していること

オ．独立委員会は、当社の費用で、外部専門家の助言を受けることができるものとされており、その判断の公

正性・客観性がより強く担保される仕組みとなっていること

カ．当社取締役の任期は１年であり、毎年の取締役選任を通じて株主の皆様のご意向を反映させることが可能

であること

キ．デッドハンド型買収防衛策またはスローハンド型買収防衛策ではないこと

　

EDINET提出書類

京王電鉄株式会社(E04092)

四半期報告書

 8/22



 

ｄ研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,580,230,000

計 1,580,230,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 642,754,152 642,754,152
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株でありま
す。

計 642,754,152 642,754,152 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年　月　日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年12月31日 ― 642,754 ― 59,023 ― 32,019

 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成26年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区　　分 株式数(株) 議決権の数(個) 内　　容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 32,135,000
(相互保有株式)
普通株式   150,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

608,846,000
608,846 同上

単元未満株式
普通株式

1,623,152
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であり、１単元
(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 642,754,152 ― ―

総株主の議決権 ― 608,846 ―
 

(注) １．「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権２個)含

まれております。

２．「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社保有の自己株式が101株、証券保管振替機構名義の株式が800株

含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
京王電鉄株式会社

東京都新宿区新宿
　　　　３丁目１－24

32,135,000 ― 32,135,000 5.00

(相互保有株式)
関東バス株式会社

東京都中野区東中野
　　　　５丁目23－14

150,000 ― 150,000 0.02

計 ― 32,285,000 ― 32,285,000 5.02
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

京王電鉄株式会社(E04092)

四半期報告書

12/22



１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 38,993 39,238

  受取手形及び売掛金 36,406 29,174

  有価証券 32,505 32,546

  商品及び製品 12,629 15,190

  仕掛品 8,733 12,112

  原材料及び貯蔵品 1,675 1,994

  その他 8,744 10,180

  貸倒引当金 △100 △104

  流動資産合計 139,586 140,332

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 315,526 311,610

   土地 178,661 178,984

   建設仮勘定 25,236 25,773

   その他（純額） 42,033 39,188

   有形固定資産合計 561,458 555,556

  無形固定資産 10,245 8,910

  投資その他の資産   

   投資有価証券 56,548 48,989

   その他 20,271 15,609

   貸倒引当金 △284 △283

   投資その他の資産合計 76,535 64,315

  固定資産合計 648,238 628,782

 資産合計 787,825 769,114
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 18,274 16,990

  短期借入金 65,596 67,761

  1年内償還予定の社債 20,000 10,000

  未払法人税等 8,008 5,470

  引当金 4,277 4,223

  その他 81,880 70,055

  流動負債合計 198,037 174,502

 固定負債   

  社債 109,607 109,754

  長期借入金 133,595 126,370

  退職給付に係る負債 18,997 21,487

  その他 34,980 34,702

  固定負債合計 297,180 292,315

 負債合計 495,218 466,817

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 59,023 59,023

  資本剰余金 42,008 42,008

  利益剰余金 197,348 205,122

  自己株式 △19,427 △19,447

  株主資本合計 278,953 286,708

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 10,947 13,758

  為替換算調整勘定 7 10

  退職給付に係る調整累計額 2,502 1,615

  その他の包括利益累計額合計 13,457 15,385

 少数株主持分 196 203

 純資産合計 292,607 302,297

負債純資産合計 787,825 769,114
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

営業収益 303,094 301,908

営業費   

 運輸業等営業費及び売上原価 239,874 238,559

 販売費及び一般管理費 34,050 33,962

 営業費合計 273,925 272,521

営業利益 29,169 29,386

営業外収益   

 受取利息 54 61

 受取配当金 1,020 1,117

 匿名組合投資利益 274 439

 持分法による投資利益 69 -

 雑収入 454 532

 営業外収益合計 1,874 2,150

営業外費用   

 支払利息 3,764 3,550

 持分法による投資損失 - 10

 雑支出 149 167

 営業外費用合計 3,914 3,728

経常利益 27,128 27,809

特別利益   

 工事負担金等受入額 6,004 2,242

 その他 303 420

 特別利益合計 6,307 2,662

特別損失   

 固定資産圧縮損 6,025 2,243

 固定資産除却損 478 275

 その他 285 85

 特別損失合計 6,789 2,604

税金等調整前四半期純利益 26,646 27,867

法人税等 9,710 10,136

少数株主損益調整前四半期純利益 16,936 17,731

少数株主利益 29 7

四半期純利益 16,906 17,723
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 16,936 17,731

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 5,149 2,811

 退職給付に係る調整額 - △886

 持分法適用会社に対する持分相当額 4 3

 その他の包括利益合計 5,153 1,927

四半期包括利益 22,090 19,658

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 22,060 19,651

 少数株主に係る四半期包括利益 29 7
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【注記事項】

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．連結の範囲の重要な変更

(1)　連結の範囲の変更

第２四半期連結会計期間より、新たに設立した京王フェアウェルサポート㈱を連結の範囲に含めておりま

す。

(2)　変更後の連結子会社の数

38社
 

２．持分法適用の範囲の重要な変更

前連結会計年度に持分法適用の子会社でありました㈱京王商事は、平成26年４月１日付で連結子会社である

㈱京王ストアを存続会社とする吸収合併により解散したため、第１四半期連結会計期間より持分法適用の範囲

から除外しております。
 

 

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げら

れた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引

率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎

に決定する方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を

使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３

四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金

に加減しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の「投資その他の資産」の「その他」に含めて計上している

「退職給付に係る資産」が4,940百万円減少し、「退職給付に係る負債」が2,535百万円増加し、「利益剰余

金」が5,064百万円減少しております。

また、当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 
(会計上の見積りの変更)

当社では、京王線（笹塚駅～仙川駅間）連続立体交差事業の実施を決定したことを契機に、工事完了までに

除却が見込まれる資産について、耐用年数の短縮を行っております。また、残存価額については耐用年数到来

時に備忘価額となるよう見直しております。

これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半

期純利益はそれぞれ1,092百万円減少しております。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．税金費用の計算

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

１．偶発債務

（1）下記の債務保証を行っております（金融機関からの借入金に対する債務保証であります）。
 

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

社員住宅融資 483 百万円 414 百万円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれん償却額は、次のと

おりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

 

減価償却費 25,015 百万円 25,764 百万円

のれん償却額 303 百万円 303 百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日)

　

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 3,054 5.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

平成25年11月１日
取締役会

普通株式 2,137 3.50 平成25年９月30日 平成25年11月29日 利益剰余金
 

(注) 平成25年６月27日定時株主総会決議における１株当たり配当額５円には、電車・バス開業100周年記念配当１円

が含まれております。
 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　　　該当事項はありません。
 

当第３四半期連結累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日)

　

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 2,442 4.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年10月31日
取締役会

普通株式 2,442 4.00 平成26年９月30日 平成26年11月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円)

 運輸業 流通業 不動産業
レジャー・
サービス業

その他業 合計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

営業収益 95,324 121,745 25,599 50,930 32,479 326,078 △22,984 303,094

セグメント利益 11,721 4,582 8,130 4,476 265 29,176 △7 29,169
 

（注）１．セグメント利益の調整額はセグメント間取引消去額です。

     ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当第３四半期連結累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円)

 運輸業 流通業 不動産業
レジャー・
サービス業

その他業 合計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

営業収益 95,758 119,678 24,809 52,549 31,276 324,071 △22,162 301,908

セグメント利益 12,116 3,918 7,411 5,327 687 29,461 △74 29,386
 

（注）１．セグメント利益の調整額はセグメント間取引消去額です。

     ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計上の見積りの変更に記載のとおり、当社では、京王線（笹塚駅～仙川駅間）連続立体交差事業の実施を決定

したことを契機に、工事完了までに除却が見込まれる資産について、耐用年数の短縮を行っております。また、残

存価額については耐用年数到来時に備忘価額となるよう見直しております。

これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間のセグメント利益は、運輸業が1,092百万円減少し

ております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 27.68円 29.03円

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 16,906 17,723

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 16,906 17,723

普通株式の期中平均株式数(千株) 610,723 610,621
 

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２ 【その他】

第94期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）中間配当について、平成26年10月31日開催の取締役会に

おいて、平成26年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議し、配当を

行っております。

①配当金の総額 2,442百万円

②１株当たりの金額 4円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成26年11月28日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月13日

京王電鉄株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士    池    谷    修    一    印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士    阿    部    與    直    印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている京王電鉄株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、京王電鉄株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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